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≡ (54) Title: TOOL FOR UPLIFTING BIOLOGICAL TISSUE

≡ (54) 発 明の名 称 ：生体 組織 隆起 器 具

FIG.6

(57) Abstract: A tool (1) for uplifting biological tissue i s provided with: a first structure (2a) having a first fixed part (22a) tightly
contacted and fixed from a vaginal cavity (200) side to a biological tissue (300) between the vaginal cavity (200) and the urethral l u
men (100); a second structure (2b) having a second fixed part (22b) tightly contacted and fixed from the vaginal cavity (200) side t o
the biological tissue (300) at a more distal side than the first fixed part (22a); and a coupling means (4) for coupling together the first
structure (2a) and the second structure (2b) so as to allow the first fixed part (22a) and the second fixed part (22b) to be drawn closer
to or farther apart from each other. B y drawing closer to each other while each being fixed to the biological tissue (300), the first
fixed part (22a) and the second fixed part (22b) make it possible for a portion of the biological structure (300) between the first fixed
part (22a) and the second fixed part (22b) to be uplifted in a direction away from the urethral lumen (100).

(57) 要 約 ：
[続 葉 有 ]
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明 細 書

発明の名称 ：生体組織隆起器具

技術分野

[0001 ] 本発明は、生体組織隆起器具に関する。

背景技術

[0002] 尿失禁、特に、腹圧性尿失禁になると、通常の運動中や、笑い、咳、くし

やみ等により腹圧がかかることで、尿漏れが生じる。この原因は、例えば、

出産等により、尿道を支える筋肉である骨盤底筋が緩むこと等が挙げられる

[0003] 尿失禁の治療には、外科的療法が有効であり、例えば、 「スリング」と呼

ばれるテープ状のインプラントを用い、スリングを体内に留置 し、そのスリ

ングで尿道を支持する （例えば、特許文献 1参照）。スリングを体内に留置

するには、術者がメスで膣を切開し、尿道と膣の間の生体組織を剥離 し、穿

刺針等を用いて、その剥離 した生体組織と外部とを閉鎖孔を介 し連通させる

。そして、このような状態で、スリングを体内の前記剥離 した生体組織に留

置する。

[0004] しかしながら、尿道と膣の間の生体組織は、非常に薄い層であり、このた

め、術者の技量によっては、当該生体組織の剥離中に尿道に損傷を与えてし

まうことがあった。また、当該生体組織の剥離層が膣側に近くなると、留置

したスリングが膣側に寄り過ぎてしまうことがあつた。この場合、術後の経

過に伴って、スリングが膣壁を破って膣内に露出してしまうおそれがあった

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 0 _ 9 9 4 9 9 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題



[0006] 本発明の目的は、 2 本の生体管腔の間の生体組織に対 して外科的処置を施

す際、その処置を容易かつ確実に行なうことができる生体組織隆起器具を提

供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] このような目的は、下記 （1 ) ~ ( 2 1 ) の本発明により達成される。

( ) 生体組織を介 して互いに隣接する2 本の生体管腔のうちの一方の

生体管腔内に揷入 して用いられる生体組織隆起器具であつて、

前記生体組織に前記一方の生体管腔側から密着 して固定される第 1 の固定

部を有する第 1 の構造体と、

前記第 1 の固定部よりも基端側で前記生体組織にその前記一方の生体管腔

側から密着 して固定される第 2 の固定部を有する第 2 の構造体と、

前記第 1 の固定部と前記第 2 の固定部とが互いに接近 離間可能に、前記

第 1 の構造体と前記第 2 の構造体とを連結する連結手段とを備え、

前記第 1 の固定部および前記第 2 の固定部がそれぞれ前記生体組織に固定

された状態で互いに接近することにより、前記生体組織の前記第 1 の固定部

と前記第 2 の固定部との間の部分を、前記 2 本の生体管腔のうちの他方の生

体管腔から遠ざかる方向に隆起させるよう構成されていることを特徴とする

生体組織隆起器具。

[0008] ( 2 ) 前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体のうちの少なくとも一

方は、前記生体組織の隆起 した部分を受け入れる空間を有する上記 （1 ) に

記載の生体組織隆起器具。

[0009] ( 3 ) 前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体は、それぞれ、 2 本の

長尺体を有 し、該 2 本の長尺体同士がその長手方向の途中で交差 し、その交

差部が回動可能に支持されたものであり、

前記第 1 の固定部および前記第 2 の固定部は、それぞれ、前記各長尺体の

先端部で構成され、該各先端部同士は、前記各長尺体同士が相対的に回動す

ることにより接近 離間 して、その接近 した際に前記生体組織を挟持 し、こ

れにより、前記生体組織に密着 して固定される上記 （1 ) または （2 ) に記



載 の生体組織 隆起器具。

[001 0] ( 4 ) 手 元操作側 か ら処置具 を揷 入す るスペ ースを有 す る上記 （3 ) に

記載 の生体組織 隆起器具。

[001 1] ( 5 ) 前 記第 1 の構造体 を構成 す る前記各長尺体 は、 それ ぞれ、 その先

端側 の部分 が、前記他方 の生体管腔 か ら遠 ざか る方 向 に向か って湾 曲 してい

る上記 （3 ) または （4 ) に記載 の生体組織 隆起器具。

[001 2] ( 6 ) 前 記第 1 の構造体 および前記第 2 の構造体 は、 それ ぞれ、前記各

長尺体 同士が相対 的 に回動 した際、 その回動角度 を一時的 に一定 に維持 す る

よ う構成 されている上記 （（3 ) な い し （5 ) の いずれか に記載 の生体組織

隆起器具。

[001 3] ( 7 ) 前 記連結手段 は、棒状体 を有 し、該棒状体 の先端部 で、前記第 1

の構造体 を構成 す る前記各長尺体 同士の前記交差部 を支持 し、前記棒状体 の

長手方 向 に沿 って、前記第 2 の構造体 を構成 す る前記各長尺体 同士の前記交

差部 を移動可能 に支持 す るものであ る上記 （3 ) な い し （6 ) の いずれか に

記載 の生体組織 隆起器具。

[0014] ( 8 ) 前 記第 1 の構造体 および前記第 2 の構造体 は、 それ ぞれ、 当該生

体組織 隆起器具 の前記一方 の生体管腔へ の挿 入方 向 と平行 とな るよ うに配置

された 2 本 の長尺体 を有 し、

前記第 1 の固定部 および前記第 2 の固定部 は、 それ ぞれ、前記 2 本 の長尺

体 の間 に架設 された板部材 で構成 され、該板部材 は、折 り曲 げ られて前記生

体組織 に密着 す る折 り曲 げ状態 を取 り得 る上記 （1 ) に記載 の生体組織 隆起

器具。

[001 5] ( 9 ) 前 記板部材 は、展 開 して前記生体組織 か ら離 間す る展 開状態 を取

り得 る上記 （8 ) に記載 の生体組織 隆起器具。

[001 6] ( 1 0 ) 前 記板部材 は、前記生体組織 に密着 す る部分 に該生体組織 に係

合 す る凹凸部 が形成 されている上記 （8 ) または （9 ) に記載 の生体組織 隆

起器具。

[001 7] ( ) 前 記第 1 の構造体 および前記第 2 の構造体 は、 それ ぞれ、前記



折 り曲げ状態 と前記展開状態 とを一時的に維持するよう構成 されている上記

( 8 ) ない し （1 0 ) のいずれかに記載の生体組織隆起器具。

[001 8] ( 1 2 ) 前記第 1 の構造体 を構成する前記各長尺体上 に、前記第 2 の構

造体 を構成する前記各長尺体がその長手方向に沿 って摺動可能 に重な ってお

し」、

前記連結手段 は、前記第 1 の構造体 を構成する前記各長尺体 と前記第 2 の

構造体 を構成する前記各長尺体 との うちの一方 に突出形成 され、他方 に係合

する爪を有する上記 （8 ) ない し （1 1 ) のいずれかに記載の生体組織隆起

器具。

[001 9] ( 1 3 ) 前記第 1 の構造体は、前記第 1 の固定部が前記生体組織 に固定

されるよう前記第 1 の固定部 を操作する第 1 の操作部 を有 し、

前記第 2 の構造体は、前記第 2 の固定部が前記生体組織 に固定されるよう

前記第 2 の固定部 を操作する第 2 の操作部 を有 し、

前記第 1 の操作部 と前記第 2 の操作部 とは、互いに独立 して操作可能であ

る上記 （1 ) ない し （1 2 ) のいずれかに記載の生体組織隆起器具。

[0020] ( 1 4 ) 前記第 1 の操作部 は、前記第 1 の構造体の基端側 に配置 され、

前記第 2 の操作部 は、前記第 2 の構造体の基端側 に配置 されている上記 （1

3 ) に記載の生体組織隆起器具。

[0021 ] ( 1 5 ) 前記第 1 の固定部 と前記第 2 の固定部 との距離 を一時的に一定

に維持するロック手段 をさ らに備 える上記 （1 ) ない し （1 4 ) のいずれか

に記載の生体組織隆起器具。

[0022] ( 1 6 ) 前記連結手段 は、前記第 1 の構造体 を回動可能 に支持する第 1

の支持部 と、前記第 2 の構造体 を前記第 1 の構造体 と独立 して回動可能 に支

持する第 2 の支持部 とを有する上記 （1 ) ない し （1 5 ) のいずれかに記載

の生体組織隆起器具。

[0023] ( 1 7 ) 前記第 1 の支持部 は、前記第 1 の構造体の回動角度 を一時的に

一定に維持するよう構成 され、前記第 2 の支持部 は、前記第 2 の構造体の回

動角度 を一時的に一定に維持するよう構成 されている上記 （1 6 ) に記載の



生体組織隆起器具。

[0024] ( 8 ) 前記一方の生体管腔を拡大する第 3 の構造体をさらに備える上

記 （1 ) ない し （1 7 ) のいずれかに記載の生体組織隆起器具。

[0025] ( 9 ) 前記第 3 の構造体が前記一方の生体管腔を拡大 した状態で該一

方の生体管腔内を長尺な医療器具が通過可能 となる上記 （1 8 ) に記載の生

体組織隆起器具。

[0026] ( 2 0 ) 前記第 3 の構造体は、板状をなす少な くとも 1枚の板状部を有

する上記 （1 8 ) または （1 9 ) に記載の生体組織隆起器具。

[0027] ( 2 1 ) 前記 2 本の生体管腔のうちの一方の生体管腔は、膣腔であ り、

他方の生体管腔は、尿道腔であ り、

骨盤内臓器における疾患の治療に用いられるものである上記 （1 ) ない し

( 2 0 ) のいずれかに記載の生体組織隆起器具。

発明の効果

[0028] 本発明によれば、 2 本の生体管腔の間の生体組織に対 して外科的処置を施

す際、その処置を容易かつ確実に行なうことができる。

[0029] 例 えば、本発明の生体組織隆起器具を女性の尿失禁の治療に用いる場合、

当該生体組織隆起器具を膣腔に挿入 してその治療を行なう。

[0030] なお、 この尿失禁の治療では、尿道腔 と膣腔 との間にある生体組織の一部

を剥離 して、当該剥離 した部分 と体外 とを、例えば穿刺等で形成された穿刺

孔を介 して、連通させる。そ して、穿刺孔内に、尿道を支持するインプラン

卜を生体組織に留置する。

[0031 ] このような治療では、生体組織隆起器具を膣腔に挿入 し、第 1 の固定部お

よび第 2 の固定部をそれぞれ生体組織に固定 した状態で互いに接近させるこ

とができる。 これにより、生体組織の第 1 の固定部 と第 2 の固定部 との間の

部分が、第 1 の固定部 と第 2 の固定部 とが接近する方向に押 し寄せ られ、尿

道腔か ら遠ざかる方向に隆起することとなる。そ して、 この隆起 した部分は

、前記剥離 と前記穿刺 とを行なうのに十分な程度に隆起 したものとなってい

る。従 って、本発明によれば、前記隆起 した部分に対する剥離および穿刺の



ような外科的処置 を施す際、 その処置 を容易かつ確実 に行な うことがで きる

。 また、尿道損傷 を防 ぐと共 に、膣あるいは尿道へのインプラン 卜の突出を

防 ぐことも可能 となる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] 図 1 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図2 ] 図 2 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図3 ] 図 3 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図4 ] 図 4 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図 5 ] 図 5 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図 6 ] 図 6 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す斜視図である。

[ 図7 ] 図 7 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す縦断面図である。

[ 図8 ] 図 8 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す縦断面図である。

[ 図 9 ] 図 9 は、本発明の生体組織隆起器具 (第 1 実施形態 ) の使用方法 を順 に

示す縦断面図である。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、図 9 中の A — A 線断面図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、図 1 中の矢印 B 方向か ら見た図 （第 1 の構造体 と第 2 の構

造体 との位置関係 を示す側面図）である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、本発明の生体組織隆起器具の第 2 実施形態 を示す斜視図で

ある。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、図 1 2 中の C — C 線断面図である。



[ 図14] 図 1 4 は、図 1 2 中のD —D線断面図である。

[ 図15] 図 1 5 は、図 1 2 中の矢印E方向から見た図 （第 1 の固定部および第

の固定部のそれぞれの作動状態を示す側面図）である。

発明を実施するための形態

[0033] 以下、本発明の生体組織隆起器具を添付図面に示す好適な実施形態に基づ

いて詳細に説明する。

[0034] < 第 1実施形態>

図 1 〜図 9 は、それぞれ、本発明の生体組織隆起器具 （第 1実施形態）の

使用方法を順に示す斜視図または縦断面図、図 1 0 は、図 9 中のA —A 線断

面図、図 1 1 は、図 1 中の矢印B方向から見た図 （第 1 の構造体と第 2 の構

造体との位置関係を示す側面図）である。なお、以下では、説明の都合上、

図 1 〜図 9 中の右側を 「基端」、左側を 「先端」と言う。

[0035] 図 1 〜図 8 に示す生体組織隆起器具 1 は、骨盤内臓器における疾患の治療

の 1 つである女性の尿失禁の治療、すなわち、インプラント （生体内留置器

具）を生体内に埋設する際に、膣腔 （一方の生体管腔） 2 0 0 に挿入 して用

いられる医療器具である。

[0036] なお、膣腔 2 0 0 は、生体組織 3 0 0 を介 して、尿道腔 （他方の生体管腔

) 0 0 と互いに隣接 している （図 1、図 7 〜図 1 0 参照）。生体組織 3 0

0 には、尿道腔 1 0 0 を画成する壁部 （尿道壁）や、膣腔 2 0 0 を画成する

壁部 （膣壁）等が含まれている。また、この生体組織 3 0 0 の厚さは、個人

差はあるが、成人女性の場合、一般的に5 ~ 2 O m m程度であると言われて

いる。

[0037] インプラントは、女性の尿失禁の治療のために、生体組織 3 0 0 に埋設さ

れて、尿道を膣壁から離間する方向へ引っ張るようにして支持する器具であ

る （図 9 、図 1 0 参照）。これにより、尿道を支えることができ、よって、

尿漏れを防止することができる。

[0038] このインプラントとしては、例えば、可撓性を有する長尺物を用いること

ができる。本実施形態では、インプラントは、帯 8 0 で構成されている。こ



の帯 8 0 は、 「ス リング」と呼ばれている。

[0039] また、帯 8 0 の寸法は、特に限定されず、適宜設定されるものであるが、

幅は、 3 ~ 1 5 m m程度であることが好ま しく、厚さは、 0 . 2 ~ 2 m m程

度であることが好ま しい。

[0040] また、帯 8 0 の構成材料 としては、特に限定されないが、例えば、生体適

合性を有する各種樹脂材料等を用いることができる。

[0041 ] なお、本実施形態では、インプラン トは、 1 本の帯 8 0 で構成されている

が、 これに限 らず、インプラン トは、例えば、複数本の帯 8 0 で構成されて

いてもよい。

[0042] また、インプラン トとしては、帯 8 0 に限 らず、例えば、糸、紐等の可撓

性を有する他の長尺物を用いることができる。インプラン トとして糸や紐を

用いる場合で、その横断面形状が円形のものである場合、その直径は、 0 .

2 ~ 5 m m程度であることが好ま しい。

[0043] 図 1 〜図 8 に示すように、本実施形態の生体組織隆起器具 1 は、第 1 の鉗

子である第 1 の構造体 2 a と、第 2 の鉗子である第 2 の構造体 2 b と、膣鏡

である第 3 の構造体 3 と、第 1 の構造体 2 a と第 2 の構造体 2 b と第 3 の構

造体 3 とを連結する連結手段 4 とを備えている。以下、各部の構成について

説明する。

[0044] まず、第 1 の構造体 2 a について説明する。

第 1 の構造体 2 a は、生体組織 3 0 0 を挟持する鉗子であ り、第 1 の長尺

体 5 a および 6 a を有 している。第 1 の長尺体 5 a と第 1 の長尺体 6 a とは

、互いにその長手方向の途中で交差 している。そ して、 この交差部に、回動

中心 となる回動支持部 2 1 が設けられ、当該回動支持部 2 1 を介 して、第 1

の長尺体 5 a と第 1 の長尺体 6 a とが相対的に回動可能 となっている。

[0045] なお、回動支持部 2 の位置は、第 1 の長尺体 5 a および 6 a の長手方向

の中央部よりも基端側であるのが好ま しい。 これにより、第 1 の長尺体 5 a

および 6 a の回動支持部 2 よりも先端側の部分の長さをそれぞれできる限

り長 く確保することができ、よって、当該部分を膣腔 2 0 0 の比較的奥側に



まで揷入することができる。

[0046] また、回動支持部 2 1 は、例えば、第 1 の長尺体 5 a および 6 a のうちの

一方の長尺体から突出形成された軸と、他方の長尺体に形成され、当該軸を

回動支持する軸受けとで構成されている。

[0047] 第 1 の長尺体 5 a の先端部 5 1 と第 1 の長尺体 6 a の先端部 6 1 とは、そ

れぞれ、互いに対向する方向に突出している。そして、第 1 の長尺体 5 a と

第 1 の長尺体 6 a とが回動支持部 2 を介 して相対的に回動することにより

、第 1 の長尺体 5 a の先端部 5 1 と第 1 の長尺体 6 a の先端部 6 1 とは、互

いに接近 ' 離間することができる。図4 〜図 6 に示すように、先端部 5 1、

6 同士が接近 した際には、当該先端部 5 1、 6 1 は、生体組織 3 0 0 の一

部を膣腔 2 0 0 側から挟持 し合う （摘まむ）挟持状態となる。これにより、

先端部 5 1、 6 1 は、生体組織 3 0 0 に密着 して固定されることとなる。ま

た、この挟持状態から先端部 5 1、 6 1 同士が離間 した際には、挟持状態が

解除された （解消された）解除状態となり、生体組織 3 0 0 を放すことがで

きる。このように、第 1 の構造体 2 a では、第 1 の長尺体 5 a の先端部 5 1

と第 1 の長尺体 6 a の先端部 6 1 とで、生体組織 3 0 0 に膣腔 2 0 0 側から

密着 して固定される第 1 の固定部 2 2 a が構成されている。

[0048] 第 1 の長尺体 5 a の基端部には、 リング状をなす指掛け部 5 が設けられ

ている。この指掛け部 5 2 は、その内側に指 （例えば親指）を揷入 して、当

該指が掛けられる部分である。第 1 の長尺体 6 a の基端部にも、 リング状を

なす指掛け部 6 2 が設けられている。この指掛け部 6 2 も、その内側に指 （

例えば中指）を挿入 して、当該指が掛けられる部分である。第 1 の長尺体 5

a の指掛け部 5 2 と第 1 の長尺体 6 a の指掛け部 6 2 とにそれぞれ指を掛け

て、指掛け部 5 2 、 6 2 同士を接近 離間させることができる。これにより

、第 1 の長尺体 5 a の先端部 5 1、第 1 の長尺体 6 a の先端部 6 1 も接近 -

離間することができ、よって、挟持状態と解除状態とを適宜選択することが

できる。このように、第 1 の構造体 2 a では、第 1 の長尺体 5 a の指掛け部

5 2 と第 1 の長尺体 6 a の指掛け部 6 2 とで、第 1 の固定部 2 2 a が生体組



織3 0 0 に固定されるよう第 1の固定部2 2 a を操作する、すなわち、第 1

の固定部2 2 a を挟持状態とする第 1の操作部2 3 a が構成されている。

[0049] また、図 1〜図6 に示すように、第 1の長尺体5 a の指掛け部5 2 には、

その外周部に、第 1の長尺体6 a の指掛け部6 2 側に向かって突出した突片

5 3 が形成されている。第 1の長尺体6 a の指掛け部6 2 にも、その外周部

に、第 1の長尺体5 a の指掛け部5 2 側に向かって突出した突片6 3 が形成

されている。突片5 3 と突片6 3 とは、重なり合つている。

[0050] また、突片5 3 には、複数の凹凸部で構成された係合部5 3 が形成され

、突片6 3 には、複数の凹凸部で構成された係合部6 3 1形成されている。

係合部5 3 1、 6 3 1同士は、複数の箇所で係合することができる。これに

より、第 1の操作部2 3 a を操作して、第 1の長尺体5 a 、 6 a 同士を相対

的に回動させた際、その回動角度に応じて、当該回動角度を一定に保ったま

ま、第 1の長尺体5 a 、 6 a 同士の位置関係を一時的に維持することができ

る。よって、第 1の操作部2 3 a から指を放したとしても、第 1の固定部2

2 a での挟持状態と解除状態とをそれぞれ維持することができる。このよう

に、第 1の構造体2 a では、第 1の長尺体5 a の突片5 3 (係合部5 3 1 )

と第 1の長尺体6 a の突片6 3 (係合部6 3 1 ) とで、第 1の長尺体5 a 、

6 a 同士の回動角度を一時的に一定に維持する回動角度維持部2 4 が構成さ

れている。なお、係合部5 3 1、 6 3 1同士の係合の解除は、突片5 3 と突
片6 3 とを離間させることにより可能である。

[005 1] 図 1 1 (図 1〜図6 についても同様）に示すように、第 1の長尺体5 a に

は、先端部5 の基端側直近の部分に、図 1 1中の下方に向かって湾曲した

湾曲部 （逃げ部）5 4 が形成されている。第 1の長尺体6 a にも、先端部6

1の基端側直近の部分に、図 1 1中の下方に向かって湾曲した湾曲部 （逃げ

部）6 4 が形成されている。湾曲部5 4 、 6 4 は、それぞれ、後述するよう

に生体組織3 0 0 で隆起部3 0 が形成された際に、隆起部3 0 を受け入

れる空間を有する部分である。

[0052] 次に、第2 の構造体2 b について説明する。



図 1 〜図 6 、図 1 1 に示すように、第 2 の構造体 2 b は、生体組織 3 0 0

を挟持する鉗子であり、第 2 の長尺体 5 b および 6 b を有 している。第 2 の

長尺体 5 b と第 2 の長尺体 6 b とは、互いにその長手方向の途中で交差 し、

この交差部に、回動中心となる回動支持部 2 1 が設けられている。第 2 の長

尺体 5 b と第 2 の長尺体 6 b とは、この回動支持部 2 1 を介 して、相対的に

回動可能となっている。

[0053] なお、回動支持部 2 の位置は、第 2 の長尺体 5 b および 6 b の長手方向

の中央部よりも基端側であるのが好ましい。これにより、第 2 の長尺体 5 b

および 6 b の回動支持部 2 よりも先端側の部分の長さをそれぞれできる限

り長 く確保することができ、よって、当該部分を膣腔 2 0 0 の比較的奥側に

まで揷入することができる。

[0054] また、回動支持部 2 1 は、例えば、第 2 の長尺体 5 b および 6 b のうちの

一方の長尺体から突出形成された軸と、他方の長尺体に形成され、当該軸を

回動支持する軸受けとで構成されている。

[0055] 第 2 の長尺体 5 b の先端部 5 1 と第 2 の長尺体 6 b の先端部 6 1 とは、そ

れぞれ、互いに対向する方向に突出し、第 2 の長尺体 5 b と第 2 の長尺体 6

b との相対的な回動により、互いに接近 離間することができる。図 5 、図

6 に示すように、先端部 5 1、 6 1 同士が接近 した際には、当該先端部 5

、 6 1 は、生体組織 3 0 0 の一部を膣腔 2 0 0 側から挟持 し合う挟持状態と

なる。これにより、先端部 5 1、 6 1 は、生体組織 3 0 0 に密着 して固定さ

れることとなる。また、この挟持状態から先端部 5 1、 6 1 同士が離間 した

際には、挟持状態が解除された解除状態となり、生体組織 3 0 0 を放すこと

ができる。このように、第 2 の構造体 2 b では、第 2 の長尺体 5 b の先端部

5 1 と第 2 の長尺体 6 b の先端部 6 1 とで、生体組織 3 0 0 に膣腔 2 0 0 側

から密着 して固定される第 2 の固定部 2 2 b が構成されている。

[0056] 第 2 の長尺体 5 b の基端部には、 リング状をな し、その内側から指 （例え

ば親指）を掛けることができる指掛け部 5 2 が設けられている。第 2 の長尺

体 6 b の基端部にも、 リング状をな し、その内側から指 （例えば中指）を掛



けることがで きる指掛 け部 6 2 が設 け られている。 そ して、第 2 の長尺体 5

b の指掛 け部 5 2 と第 2 の長尺体 6 b の指掛 け部 6 2 とにそれぞれ指 を掛 け

て、指掛 け部 5 2 、 6 2 同士を接近 離間させることがで きる。 これによ り

、第 2 の長尺体 5 b の先端部 5 1、第 2 の長尺体 6 b の先端部 6 1 も接近 -

離間することがで き、 よって、挟持状態 と解除状態 とを適宜選択することが

で きる。 このように、第 2 の構造体 2 b では、第 2 の長尺体 5 b の指掛 け部

5 2 と第 2 の長尺体 6 b の指掛 け部 6 2 とで、第 2 の固定部 2 2 b が生体組

織 3 0 0 に固定されるよう第 2 の固定部 2 2 b を操作する第 2 の操作部 2 3

b が構成 されている。

[0057] また、図 1 〜図 6 に示すように、第 2 の長尺体 5 b の指掛 け部 5 2 の外周

部 には、第 2 の長尺体 6 b の指掛 け部 6 2 側 に向か って突出 した突片 5 3 が

形成 されている。第 2 の長尺体 6 b の指掛 け部 6 2 の外周部 にも、第 2 の長

尺体 5 b の指掛 け部 5 2 側 に向か って突出 した突片 6 3 が形成 されている。

突片 5 3 と突片 6 3 とは、重な り合 つている。

[0058] また、突片 5 3 には、複数の凹凸部で構成 された係合部 5 3 が形成 され

、突片 6 3 には、複数の凹凸部で構成 された係合部 6 3 1形成 されている。

係合部 5 3 1、 6 3 1 同士は、複数の箇所で係合することがで きる。 これに

よ り、第 2 の操作部 2 3 b を操作 して、第 2 の長尺体 5 b 、 6 b 同士を相対

的に回動 させた際、 その回動角度 に応 じて、 当該回動角度 を一定に保 ったま

ま、第 2 の長尺体 5 b 、 6 b 同士の位置関係 を一時的に維持することがで き

る。 よって、第 2 の操作部 2 3 b か ら指 を放 した と しても、第 2 の固定部 2

b での挟持状態 と解除状態 とをそれぞれ維持することがで きる。 このよう

に、第 2 の構造体 2 b では、第 2 の長尺体 5 b の突片 5 3 と第 2 の長尺体 6

b の突片 6 3 とで、第 2 の長尺体 5 b 、 6 b 同士の回動角度 を一時的に一定

に維持する回動角度維持部 2 4 が構成 されている。なお、係合部 5 3 1、 6

3 同士の係合は、突片 5 3 と突片 6 3 とを離間させることによ り可能であ

る。

[0059] 以上のような構成の第 1 の構造体 2 a と第 2 の構造体 2 b とは、第 2 の固



定部 2 2 b が第 1 の固定部 2 2 a よ りも基端側 に位置するように、生体組織

隆起器具 1 の膣腔 2 0 0 内への揷入方向に沿 ってズ レて配置されている （図

参照）。

[0060] また、生体組織隆起器具 1 では、第 1 の構造体 2 a の第 1 の操作部 2 3 a

に対する操作 と、第 2 の構造体 2 b の第 2 の操作部 2 3 b に対する操作 とは

、互いに独立 して行なうことができる。 これにより、所望のタイミングで、

すなわち、時間差 を持 って、第 1 の操作部 2 3 a 、第 2 の操作部 2 3 b をそ

れぞれ操作することができる。 よって、第 1 の操作部 2 3 a を第 2 の操作部

2 3 b に先行 して操作する、すなわち、最初に第 1 の操作部 2 3 a を操作 し

て、次いで第 2 の操作部 2 3 b を操作することができる。

[0061 ] 生体組織隆起器具 1 を膣腔 2 0 0 に挿入すると、第 1 の構造体 2 a の第 1

の固定部 2 2 a が膣腔 2 0 0 の奥側 に位置 し、第 2 の構造体 2 b の第 2 の固

定部 2 2 b が膣腔 2 0 0 の手前側 に位置する。 この状態では、第 1 の操作部

2 3 a を先に操作 して、膣腔 2 0 0 の奥側の第 1 の固定部 2 2 a を固定させ

た方が、第 2 の操作部 2 3 b を先に操作 して、膣腔 2 0 0 の手前側の第 2 の

固定部 2 2 b を固定させるよりも、好ま しい。その理由と しては、膣 口か ら

生体組織隆起器具 1 を観察 して治療 を施す場合、先に第 2 の操作部 2 3 b を

操作 して、第 2 の固定部 2 2 b を固定させると、当該第 2 の固定部 2 2 b が

固定された （第 2 の固定部 2 2 b で摘 ままれた）生体組織 3 0 0 の一部で、

第 1 の固定部 2 2 a が隠れて しまう。 このため、次に続 く第 1 の操作部 2 3

a を操作する際に、第 1 の固定部 2 2 a を生体組織 3 0 0 の どこに固定させ

た らよいのかが分か らな くなった り、第 1 の操作部 2 3 a を操作 しても、第

の固定部 2 2 a が生体組織 3 0 0 に確実に固定されているのか否かが分か

らな くなった りするか らである。 しか しなが ら、第 1 の操作部 2 3 a を第 2

の操作部 2 3 b に先行 して操作すれば、 このような不具合が生 じるのを確実

に防止することができる。

[0062] 次 に、第 3 の構造体 3 について説明する。

図 1 〜図 6 に示すように、第 3 の構造体 3 は、膣腔 2 0 0 をその内側か ら



押圧 して拡大する膣鏡であり、第 3 の長尺体 7 a 、 7 b を有 している。第 3

の長尺体 7 a と第 3 の長尺体 7 b とは、互いにその基端部同士が交差 してい

る。そして、この交差部に、回動中心となる回動支持部 7 1 が設けられ、当

該回動支持部 7 1 を介 して、第 3 の長尺体 7 a と第 3 の長尺体 7 b とが相対

的に回動可能となっている。なお、回動支持部 7 1 は、例えば、第 3 の長尺

体 7 a および 7 b のうちの一方の長尺体から突出形成された軸と、他方の長

尺体に形成され、当該軸を回動支持する軸受けとで構成されている。

[0063] 第 3 の長尺体 7 a 、 7 b は、それぞれ、その先端側にある板状をなす舌片

部 （板状部） 7 2 と、舌片部 7 2 よりも基端側にあり、舌片部 7 2 よりも幅

が狭い棒状をなすアーム部 7 3 とに分けることができる。

[0064] 各舌片部 7 2 は、それぞれ、膣腔 2 0 0 に揷入される部分であり、第 1 の

固定部 2 2 a および第 2 の固定部 2 2 b を間に配置するように、互いに対向

している。第 3 の長尺体 7 a と第 3 の長尺体 7 b とが回動支持部 7 を介 し

て相対的に回動することにより、各舌片部 7 2 同士は、互いに接近 ' 離間す

ることができる。そして、各舌片部 7 2 が膣腔 2 0 0 に揷入され、この状態

で互いに離間することにより、膣腔 2 0 0 をその内側から押 し広げることが

できる。これにより、第 1 の構造体 2 a の第 1 の固定部 2 2 a が固定される

生体組織 3 0 0 の所定の部分 （目的部位）と、第 2 の構造体 2 b の第 2 の固

定部 2 2 b が固定される生体組織 3 0 0 の所定の部分 （目的部位）とを目視

で確認することができる。換言すれば、第 1 の構造体 2 a の第 1 の固定部 2

2 a を生体組織 3 0 0 のどこに固定させ、第 2 の構造体 2 b の第 2 の固定部

2 2 b を生体組織 3 0 0 のどこに固定させるべきなのかを、目視で確認する

ことができる。

[0065] なお、各舌片部 7 2 同士が互いに最接近でも、これらの間では、第 1 の構

造体 2 a の第 1 の固定部 2 2 a の開閉と、第 2 の構造体 2 b の第 2 の固定部

2 b の開閉とが可能である。

[0066] また、各舌片部 7 2 は、それぞれ、その縦断面形状が外側に向かって湾曲

しているとともに、横断面形状も外側に向かって円弧状に湾曲 している。こ



のような湾曲形状により、各舌片部 7 2 で膣腔 2 0 0 を押 し広げた際に、当

該各舌片部 7 で生体組織 3 0 0 が損傷を受けることが防止される。

[0067] また、第 3 の長尺体 7 b のアーム部 7 3 の長手方向の途中には、雌ネジ 7

3 が形成されている （図 1参照）。この雌ネジ 7 3 には、アーム部 7 3

の外側 （側方）からボル ト7 4 の雄ネジ 7 4 1 が螺合 している。また、ボル

卜7 4 の先端は、第 3 の長尺体 7 a のアーム部 7 3 の内側の部分に回動可能

に連結されている。

[0068] このような螺合構造により、ボル ト7 4 を所定方向に回転させると、ボル

卜7 4 に螺合 している第 3 の長尺体 7 b が回動支持部 7 を支点として第 3

の長尺体 7 a から近づく方向に変位することができ、その結果、各舌片部 7

2 同士が接近する。また、ボル ト7 4 を前記と逆方向に回転させると、第 3

の長尺体 7 b が回動支持部 7 を支点として第 3 の長尺体 7 a から遠ざかる

方向に変位することができ、その結果、各舌片部 7 2 同士が離間する。そし

て、ボル 卜7 4 に対するいずれの方向の回転操作でも、その操作を停止すれ

ば、各舌片部 7 2 同士間の距離が維持される、すなわち、各舌片部 7 2 同士

の接近状態、離間状態が維持される。

[0069] 次に、連結手段 4 について説明する。

連結手段 4 は、第 3 の長尺体 7 a (または第 3 の長尺体 7 b ) の基端部か

ら一体的に形成された棒状体 4 を有 している。棒状体 4 には、その先端

部に当該先端部を貫通する貫通孔 4 と、貫通孔 4 よりも基端側の部

分に当該部分を貫通する溝 4 2 とが形成されている。

[0070] また、第 1 の構造体 2 a を構成する第 1 の長尺体 5 a 、 6 a 同士の交差部

(回動支持部 2 1 ) には、側方に向かって円柱状に突出し、その外周部に雄

ネジが形成された軸 2 5 が形成されている。この第 1 の構造体 2 a の軸 2 5

は、棒状体 4 の貫通孔 4 を揷通 しており、その揷通状態で、一般的に

「蝶ナット」と言われているナット4 2 が螺合 している。これにより、第 1

の構造体 2 a が連結、支持される。このように、連結手段 4 では、棒状体 4

(貫通孔 4 ) とナット4 2 と軸 2 5 とで、第 1 の構造体 2 a を支持す



る第 1 の支持部 4 4 a が構成 されている。

[0071 ] また、第 1 の支持部 4 4 a は、ナ ッ ト4 2 を所定方向に回転 させて緩めれ

ば、第 1 の構造体 2 a を軸 2 5 回 りに回動可能に支持することもできる。

[0072] さ らに、第 1 の支持部 4 4 a は、ナ ッ ト4 2 を前記 と逆方向に回転 させて

締めると、その締めたときの第 1 の構造体 2 a の回動角度 を一時的に一定に

維持することができる。

[0073] 第 2 の構造体 2 b を構成する第 2 の長尺体 5 b 、 6 b 同士の交差部 （回動

支持部 2 1 ) にも、側方に向かって円柱状 に突出 し、その外周部 に雄ネジが

形成 された軸 2 6 が形成 されている。 この第 2 の構造体 2 b の軸 2 6 は、棒

状体 4 の溝 4 2 を揷通 してお り、その揷通状態で、一般的に 「蝶ナ ツ 卜

」 と言われているナ ッ ト4 3 が螺合 している。 これにより、第 2 の構造体 2

b が連結、支持される。 このように、連結手段 4 では、棒状体 4 1 (溝 4 1

2 ) とナ ッ ト4 3 と軸 2 6 とで、第 2 の構造体 2 b を支持する第 2 の支持部

4 4 b が構成 されている。

[0074] また、第 2 の支持部 4 4 b は、ナ ッ ト4 3 を所定方向に回転 させて緩めれ

ば、第 2 の構造体 2 b を棒状体 4 の長手方向 （溝 4 2 の形成方向）に沿

つて移動可能に支持することができるとともに、第 2 の構造体 2 b を車由2 6

回 りに回転可能に支持することもできる。そ して、 この移動により、第 1 の

構造体 2 a に対 し第 2 の構造体 2 b を接近 離間させることができ、その結

果、第 1 の固定部 2 2 a に対 し第 2 の固定部 2 2 b も確実に接近 離間する

こととなる。 また、第 2 の構造体 2 b の回動は、第 1 の構造体 2 a の回動 と

独立 して行なうことができる。

[0075] さ らに、第 2 の支持部 4 4 b は、ナ ッ ト4 3 を前記 と逆方向に回転 させて

締めると、その締めた位置で第 2 の構造体 2 b の移動を規制する （停止する

) ことができるとともに、そのときの第 2 の構造体 2 b の回動角度 を一時的

に一定に維持することもできる。そ して、 この移動規制 により、第 1 の構造

体 2 a の第 1 の固定部 2 2 a と第 2 の構造体 2 b の第 2 の固定部 2 2 b との

距離 を一時的に一定に維持することができる。 このように、第 2 の支持部 4



4 b は、当該距離を一時的に一定に維持するロック手段 としても機能も有 し

ている。

[0076] なお、第 1 の構造体 2 a 、第 2 の構造体 2 b 、第 3 の構造体 3 および連結

手段 4 の構成材料 としては、特に限定されず、例えば、ステンレス鋼等のよ

うな金属材料を用いることができる。

[0077] 次 に、生体組織隆起器具 1 の使用方法の一例、すなわち、女性の尿失禁の

治療のために、帯 8 0 を生体内に埋設するまでの手順について、図 1 〜図 9

を参照 しつつ説明する。

[0078] [ 1 ] まず、図 1 に示すように、生体組織隆起器具 1 を用意する。 この

とき、生体組織隆起器具 1 は、第 1 の構造体 2 a では、第 1 の固定部 2 2 a

が閉 じた状態、すなわち、第 1 の長尺体 5 a の先端部 5 と第 1 の長尺体 6

a の先端部 6 とが最も接近 した状態 となっている。

[0079] また、第 2 の構造体 2 b では、第 2 の固定部 2 2 b が閉 じた状態、すなわ

ち、第 2 の長尺体 5 b の先端部 5 と第 2 の長尺体 6 b の先端部 6 とが最

も接近 した状態 となっている。なお、 このときの第 2 の構造体 2 b は、第 2

の固定部 2 2 b が閉 じた状態 となっているのに限定されず、第 2 の固定部 2

2 b が開いた状態、すなわち、第 2 の長尺体 5 b の先端部 5 と第 2 の長尺

体 6 b の先端部 6 とが最も離間 した状態 となっていてもよい。

また、第 3 の構造体 3 では、各舌片部 7 2 同士が最も接近 した状態 となつ

ている。

[0080] また、第 1 の構造体 2 a の第 1 の固定部 2 2 a と第 2 の構造体 2 b の第 2

の固定部 2 2 b との間隔 （距離）と、第 1 の構造体 2 a および第 2 の構造体

2 b の傾 き （角度）は、それぞれ、治療される女性によって適宜調整されて

いる。その調整は、連結手段 4 の第 1 の支持部 4 4 a のナ ッ ト4 2 を緩める

とともに、第 2 の支持部 4 4 b のナ ッ ト4 3 を緩めて行なわれる。その調整

後、ナッ ト4 2 、 4 3 をそれぞれ締める。

[0081 ] [ 2 ] 次 に、図 2 に示すように、生体組織隆起器具 1 をその先端側か ら

膣腔 2 0 0 内に揷入する。 この揷入は、第 3 の構造体 3 における第 3 の長尺



体 7 a 、 7 b の舌片部 7 2 とァ一厶部 7 3 との各境界部付近が膣口に位置す

るまで行なわれる。また、この揷入状態では、第 1 の構造体 2 a は、第 1 の

長尺体 5 a の湾曲部 5 4 と第 1 の長尺体 6 a の湾曲部 6 4 とがそれぞれ第 2

の構造体 2 b の第 2 の固定部 2 2 b よりも先端側に位置 している。各湾曲部

5 4 、 6 4 の湾曲方向は、尿道腔 1 0 0 から遠ざかる方向に向かった方向と

なっている。

[0082] そ して、第 3 の構造体 3 のボル ト7 4 を回転操作 して、第 3 の長尺体 7 a

、 7 b の各舌片部 7 2 同士の間隔を広げる。これにより、膣腔 2 0 0 が押圧

されて拡大された状態が維持され、よって、以降の生体組織隆起器具 1 に対

して操作を行なう際、膣腔 2 0 0 内を観察するための視野を確保 し、生体組

織隆起器具 1 を固定 しながら、その操作を行なうことができる。

[0083] [ 3 ] 次に、図 3 に示すように、連結手段 4 の第 1 の支持部 4 4 a のナ

ッ卜4 2 を緩めて、第 1 の構造体 2 a を図中の時計回りに回動させる、すな

わち、姿勢を変更する。その後、ナット4 2 を再度締めて、第 1 の構造体 2

a の姿勢を維持する。これにより、第 1 の構造体 2 a の第 1 の固定部 2 2 a

が膣腔 2 0 0 側から生体組織 3 0 0 に押 し付けられる。

[0084] [ 4 ] 次に、図4 に示すように、第 1 の構造体 2 a の第 1 の操作部 2 3

a を操作 して、第 1 の固定部 2 2 a で生体組織 3 0 0 の一部を挟持する。こ

れにより、第 1 の固定部 2 2 a が挟持状態 （生体組織 3 0 0 に固定された状

態）となる。なお、この挟持状態は、前述 した第 1 の構造体 2 a の回動角度

維持部 2 4 により維持される。

[0085] [ 5 ] 次に、図 5 に示すように、連結手段 4 の第 2 の支持部 4 4 b のナ

ッ卜4 3 を緩めて、第 2 の構造体 2 b を図中の時計回りに回動させる、すな

わち、姿勢を変更する。さらに、第 2 の構造体 2 b の第 2 の操作部 2 3 b を

操作 して、第 2 の固定部 2 2 b で生体組織 3 0 0 の一部を挟持する。これに

より、第 2 の固定部 2 2 b が挟持状態 （生体組織 3 0 0 に固定された状態）

となる。なお、この挟持状態は、前述 した第 2 の構造体 2 b の回動角度維持

部 2 4 により維持される。また、第 2 の固定部 2 2 b は、第 1 の固定部 2 2



a よりも基端側で生体組織 3 0 0 に固定されることとなる。

[0086] [ 6 ] 次 に、図 6 に示すように、第 2 の構造体 2 b を先端方向、すなわ

ち、膣腔 2 0 0 の奥側に向かって移動させる。 この移動により、挟持状態の

第 1 の固定部 2 2 a と挟持状態の第 2 の固定部 2 2 b とが互いに接近するこ

ととなる。 これにより、第 1 の固定部 2 2 a と第 2 の固定部 2 2 b と接近す

る方向に向かって、生体組織 3 0 0 の第 1 の固定部 2 2 a と第 2 の固定部 2

2 b との間の部分が、 しわがよるように押 し寄せ られ、結果、尿道腔 1 0 0

か ら遠ざかる方向に隆起 した隆起部 3 0 となる。

[0087] その後、ナッ ト4 3 を再度締めて、第 2 の構造体 2 b の変位を規制する。

これにより、第 1 の固定部 2 2 a と第 2 の固定部 2 2 b との距離を一時的に

一定に維持することができ、よって、隆起部 3 0 1 の形成状態も維持するこ

とができる。

[0088] [ 7 ] 次 に、図 7 に示すように、隆起部 3 0 1 を剥離 し、長尺な医療器

具である穿刺針 （図示せず）を用いて、その剥離 した隆起部 3 0 1 と外部 と

を閉鎖孔を介 し連通させる穿刺孔 3 0 2 を形成する。 この剥離操作 と穿刺操

作 とがそれぞれ施される隆起部 3 0 は、 これ らの操作を行なうのが十分な

程度に、隆起 している。従 って、生体組織隆起器具 1 では、隆起部 3 0 1 に

対する外科的処置 （本実施形態では剥離操作および穿刺操作）を施す際、そ

の処置を容易かつ確実に行なうことができる。

[0089] なお、基端側 （手元操作側）か らの前記穿刺針 （処置具）が通過する （揷

入される）ためのスペースは、第 1 の長尺体 5 a や第 2 の長尺体 5 b の長手

方向に沿 って確保されている。

[0090] [ 8 ] 次 に、図 8 に示すように、帯 8 0 を例えばガイ ドワイヤ （図示せ

ず）を用いて穿刺孔 3 0 2 に通す。帯 8 0 は、尿道壁 （隆起部 3 0 1 ) を引

掛けた状態で、その両端部がそれぞれ穿刺孔 3 0 2 か ら体外に突出 した状態

となっている。

[0091 ] [ 9 ] 次 に、図 9 に示すように、生体組織隆起器具 1 を膣腔 2 0 0 か ら

抜去する。 この抜去操作を行なう際には、第 1 の構造体 2 a の第 1 の操作部



2 3 a を操作 して、挟持状態にある第 1 の固定部 2 2 a を解除状態とし、第

2 の構造体 2 b の第 2 の操作部 2 3 b を操作 して、挟持状態にある第 2 の固

定部 2 2 b を解除状態とする。さらに、第 3 の構造体 3 のボル ト7 4 を操作

して、各舌片部 7 2 同士を接近させ、膣腔 2 0 0 に対する押圧を解除 してか

ら、当該抜去操作を行なう。

[0092] なお、生体組織隆起器具 1 が患者から取り外されると、生体組織 3 0 0 は

、隆起部 3 0 1 が解消される、すなわち、元の状態 （形状）に復元する。

[0093] そ して、帯 8 0 の体外に突出した両端部をそれぞれ所定の力で引っ張る。

これにより、帯 8 0 の張力により、尿道壁が膣壁から離間する方向に引っ張

られ、帯 8 0 でその尿道が支持される （図 1 0 参照）。

その後、帯 8 0 の不要な部分を切除 し、所定の縫合等を行なって手技を終

了する。

[0094] なお、生体組織隆起器具 1 は、本実施形態では女性の尿失禁の治療のため

の埋設可能なインプラン トを生体内に埋設する際に用いられる場合について

説明 したが、これに限定されず、その他の用途にも用いられる。

[0095] < 第 2 実施形態>

図 1 2 は、本発明の生体組織隆起器具の第 2 実施形態を示す斜視図、図 1

3 は、図 1 2 中のC —C線断面図、図 1 4 は、図 1 2 中のD —D線断面図、

図 1 5 は、図 1 2 中の矢印 E方向から見た図 （第 1 の固定部および第 2 の固

定部のそれぞれの作動状態を示す側面図）である。なお、以下では、説明の

都合上、図 1 2 および図 1 5 中の右側を 「基端」、左側を 「先端」と言う。

また、図 1 2 〜図 1 5 中の上側を 「上」または 「上方」、下を 「上」または

「下方」と言う。

[0096] 以下、これらの図を参照 して本発明の生体組織隆起器具の第 2 実施形態に

ついて説明するが、前述 した実施形態との相違点を中心に説明 し、同様の事

項はその説明を省略する。

[0097] 本実施形態は、生体組織隆起器具の全体形状が異なること以外は前記第 1

実施形態と同様である。



[0098] 図 1 2 に示すように、本実施形態の生体組織隆起器具 1 A は、当該生体組

織隆起器具 1 A の膣腔 2 0 0 への揷入方向とほぼ平行となるように配置され

た第 1 の長尺体 8 c 、 9 c と第 1 の固定部 2 0 a とを有する第 1 の構造体 2

c と、前記揷入方向とほぼ平行となるように配置された第 2 の長尺体 8 d 、

9 d と第 2 の固定部 2 0 b とを有する第 2 の構造体 2 d と、板状をなす 1枚

の舌片部 （板状部） 1 0 を有する第 3 の構造体 3 a と、連結手段 4 a とを備

えている。

[0099] 第 1 の構造体 2 c では、第 1 の長尺体 8 c と第 1 の長尺体 9 c とは、その

先端部同士が連結部 2 7 を介 して連結されている。そして、第 1 の長尺体 8

c と第 1 の長尺体 9 c との間に、板部材で構成された第 1 の固定部 2 0 a が

架設されている。なお、第 1 の固定部 2 0 a は、その基端部 2 0 7 が第 1 の

長尺体 8 c と第 1 の長尺体 9 c との間に固定されている。

[01 00] また、第 1 の長尺体 8 c の基端部近傍には、下方に向かって延在 した延長

部 1 1 が設けられている。延長部 1 1 は、生体組織隆起器具 1 A を操作する

際に把持される把持部として機能する。

[01 0 1 ] また、第 1 の長尺体 8 c の基端部には、下方に向かって突出した板状をな

す突出部 8 が形成されている。この突出部 8 には、後述する第 1 の線状

体で構成された第 1 の操作部 1 4 a が係合するスリッ卜8 1 が形成されて

いる。

[01 02] 第 1 の長尺体 9 c の基端部には、図 1 2 中の下方に向かって延在 し、さら

に延長部 1 1 につながる延長部 1 2 が設けられている。

[01 03] 第 2 の構造体 2 d では、第 2 の長尺体 8 d と第 2 の長尺体 9 d とは、その

先端部同士が連結部 2 8 を介 して連結されている。そして、第 2 の長尺体 8

d と第 2 の長尺体 9 d との間に、板部材で構成された第 2 の固定部 2 0 b が

架設されている。なお第 2 の固定部 2 0 b は、その基端部 2 0 7 が第 2 の長

尺体 8 d と第 2 の長尺体 9 d との間に固定されている。

[01 04] また、第 2 の長尺体 8 d の基端部には、上方に向かって突出した板状をな

す突出部 8 2 が形成されている。この突出部 8 2 には、後述する第 2 の線状



体で構成 された第 2 の操作部 1 4 b が係合するス リッ 卜8 2 1 が形成 されて

いる。

[01 05] 以上のような第 1 の構造体 2 c と第 2 の構造体 2 d とは、第 1 の構造体 2

c (第 1 の長尺体 8 c 、 9 c ) 上 に、第 2 の構造体 2 d (第 2 の長尺体 8 d

、 9 d ) が重な っている。 そ して、第 2 の構造体 2 d は、 その長手方向に沿

つて第 1 の構造体 2 c 上 を摺動することがで きる。 この摺動 によ り、第 1 の

構造体 2 c の第 1 の固定部 2 0 a と、第 2 の構造体 2 d の第 2 の固定部 2 0

b とが接近 離間することがで きる。

[01 06] 図 1 2 〜図 1 4 に示すように、第 2 の構造体 2 d の第 2 の長尺体 8 d の長

手方向の途中には、ボル ト1 3 が螺合 している。 そ して、ボル ト1 3 を所定

方向に回転 させる、すなわち、ボル ト1 3 を締めると、 そのボル ト1 3 の先

端 1 3 1 が第 1 の構造体 2 c の第 1 の長尺体 8 c の上面 8 3 に圧接 し、第 2

の構造体 2 d の第 1 の構造体 2 c に対する移動が阻止される （図 1 4 参照）

。 これによ り、第 1 の固定部 2 0 a と第 2 の固定部 2 0 b との距離 を一時的

に一定に維持することがで きる。

[01 07] また、ボル ト1 3 を前記 と逆方向に回転 させる、すなわち、ボル ト1 3 を

緩めると、 そのボル 卜1 3 の先端 1 3 が第 1 の長尺体 8 c の上面 8 3 か ら

離間 し、第 2 の構造体 2 d の第 1 の構造体 2 c に対する移動が可能 となる。

これによ り、第 1 の固定部 2 0 a と第 2 の固定部 2 0 b との距離が可変 とな

る。

[01 08] このように、ボル ト1 3 は、第 1 の固定部 2 0 a と第 2 の固定部 2 0 b と

の距離 を一時的に一定に維持する口ック手段 と して機能する部材である。

[01 09] 第 1 の固定部 2 0 a と第 2 の固定部 2 0 b とは、 ほぼ同一の構成であるた

め、以下、第 1 の固定部 2 0 a について代表的に説明する。

[01 10] 図 1 5 に示すように、第 1 の固定部 2 0 a は、 その下面 2 0 に溝 2 0 3

、 2 0 4 が形成 されてお り、上面 2 0 2 に溝 2 0 5 が形成 されている。溝 2

0 3 ~ 2 0 5 は、先端側か らこの順 に間隔を置いて配置 されている。 また、

第 1 の固定部 2 0 a は、溝 2 0 3 ~ 2 0 5 が形成 された部分が、 それぞれ、



脆弱で変形可能な部分 （薄肉脆弱部） とな り、 当該部分で折 り曲げ可能 とな

る。 これによ り、第 1 の固定部 2 0 a は、折 り曲げ られた折 り曲げ状態 （図

1 5 ( b ) 、 ( c ) 参照） と、展開 した展開状態 （図 1 5 ( a ) 参照）を取

り得 る。第 1 の固定部 2 0 a は、折 り曲げ状態では、上面 2 0 2 が生体組織

3 0 0 に密着することがで き、展開状態では、生体組織 3 0 0 か ら離間する

[01 11] また、第 1 の固定部 2 0 a の生体組織 3 0 0 に密着する部分 には、 当該生

体組織 3 0 0 に係合する多数本の溝で構成 された凹凸部 2 0 6 が形成 されて

いる。第 1 の固定部 2 0 a は、凹凸部 2 0 6 が生体組織 3 0 0 に係合するこ

とによ り、 当該生体組織 3 0 0 に確実 に密着 して固定されることとなる。

[01 12] 生体組織隆起器具 1 A では、第 1 の固定部 2 0 a に対する操作は、第 1 の

線状体で構成 された第 1 の操作部 1 4 a で行なわれる。

[01 13] 第 1 の固定部 2 0 a の先端部 には、 その側部 に第 1 の操作部 1 4 a の先端

部が連結 される円柱状 をなす連結部 2 0 8 が突出形成 されている。なお、 こ

の連結部 2 0 8 は、第 1 の長尺体 8 c に形成 されたガイ ド溝 （図示せず）に

揷入され、 当該 ガイ ド溝 に沿 って移動することがで きる。 そ して、図 1 5 に

示すように、第 1 の操作部 1 4 a に対 し引張 り操作 を行な うと、第 1 の固定

部 2 0 a は、展開状態か ら折 り曲げ状態へ と移行することがで きる。

[01 14] また、展開状態および折 り曲げ状態の各状態で、第 1 の操作部 1 4 a を第

の長尺体 8 c の突出部 8 1 のス リッ ト8 1 に揷入 して係合 させることよ

り、 当該各状態 を一時的に維持することがで きる。

[01 15] これ と同様 に、第 2 の固定部 2 0 b に対する操作は、第 2 の線状体で構成

された第 2 の操作部 1 4 b で行なわれる。

[01 16] 第 2 の固定部 2 0 b の先端部 には、 その側部 に第 2 の操作部 1 4 b の先端

部が連結 される円柱状 をなす連結部 2 0 8 が突出形成 されている。なお、 こ

の連結部 2 0 8 は、第 2 の長尺体 8 d に形成 されたガイ ド溝 （図示せず）に

揷入され、 当該 ガイ ド溝 に沿 って移動することがで きる。 そ して、図 1 5 に

示すように、第 2 の操作部 1 4 b に対 し引張 り操作 を行な うと、第 2 の固定



部 2 0 b は、展開状態か ら折 り曲げ状態へ と移行することがで きる。

[01 17] また、展開状態および折 り曲げ状態の各状態で、第 2 の操作部 1 4 b を第

2 の長尺体 8 d の突出部 8 2 のス リッ ト8 2 1 に揷入 して係合 させることよ

り、 当該各状態 を一時的に維持することがで きる。

[01 18] 第 3 の構造体 3 a は、舌片部 1 0 を有 している。舌片部 1 0 は、第 1 の構

造体 2 c の下方 に配置 されている。舌片部 1 0 は、第 1 の構造体 2 c の第 1

の長尺体 8 c や第 1 の長尺体 9 c とほぼ長 さが同 じである長尺状 をなす部材

で構成 され、 その横断面形状 は、下方 （外側）に向か って円弧状 に湾曲 して

いる。

[01 19] また、第 3 の構造体 3 a は、舌片部 1 0 の他 に、舌片部 1 0 の基端部か ら

下方 に向か って延在 した延長部 1 5 と、舌片部 1 0 の基端部か ら上方 に向か

つて突出 した一対の突出部 1 6 a 、 1 6 b を有 している。

[01 20] 延長部 1 5 は、生体組織隆起器具 1 A を操作する際に、延長部 1 1 ととも

に把持 される把持部 と して機能する。

[01 2 1 ] 突 出部 1 6 a は、第 1 の構造体 2 c の延長部 1 1 に内側か ら重な ってお り

、連結手段 4 a の一部 を構成する回動支持部 4 5 a で連結 されている。突出

部 1 6 b は、第 1 の構造体 2 c の延長部 1 2 に内側か ら重な ってお り、連結

手段 4 a の一部 を構成する回動支持部 4 5 b で連結 されている。 このような

連結 によ り、第 1 の構造体 2 c および第 2 の構造体 2 d と、舌片部 1 0 とが

互いに接近 離間することがで きる。

[01 22] また、延長部 1 1 には、雌 ネジ 1 1 1 が形成 されてお り、ボル ト1 7 の雄

ネジ 1 7 1 が基端側か ら螺合 している。 また、ボル ト1 7 の先端 は、第 3 の

構造体 3 a の延長部 1 5 の基端側 に臨む部分 に回動可能 に連結 されている。

[01 23] このような螺合構造 によ り、ボル ト1 7 を所定方向に回転 させると、舌片

部 1 0 が回動支持部 4 5 a 、 4 5 b を支点 と して、第 1 の構造体 2 c および

第 2 の構造体 2 d か ら近づ く方向に回動することがで き、舌片部 1 0 と、第

1 の構造体 2 c および第 2 の構造体 2 d とが接近する。

[01 24] また、ボル ト1 7 を前記 と逆方向に回転 させると、舌片部 1 0 が回動支持



部 4 5 a 、 4 5 b を支点 と して、第 1 の構造体 2 c および第 2 の構造体 2 d

か ら遠 ざかる方向に回動することがで き、舌片部 1 0 と、第 1 の構造体 2 c

および第 2 の構造体 2 d とが離間する。 これによ り、膣腔 2 0 0 をその内側

か ら押 し広 げることがで き、膣 口か ら膣腔 2 0 0 内を容易に観察することが

で きる。

[01 25] そ して、ボル ト1 7 に対するいずれの方向の回転操作でも、 その操作 を停

止すれば、舌片部 1 0 と、第 1 の構造体 2 c および第 2 の構造体 2 d との間

の距離が維持 される、すなわち、舌片部 1 0 と、第 1 の構造体 2 c および第

2 の構造体 2 d との接近状態、離間状態が維持 される。

[01 26] 連結手段 4 a は、回動支持部 4 5 a 、 4 5 b の他 に、第 1 の構造体 2 c と

第 2 の構造体 2 d との うちの一方 （図 1 2 〜図 1 4 に示す構成では第 2 の構

造体 2 d ) に突出形成 され、他方 （図 1 2 〜図 1 4 に示す構成では第 1 の構

造体 2 c ) に係合する一対の爪 4 6 a 、 4 6 b を有 している。爪 4 6 a は、

第 2 の長尺体 8 d の先端部近傍 に配置 されてお り、爪 4 6 b は、第 2 の長尺

体 9 d の先端部近傍 に配置 されている。 このような爪 4 6 a 、 4 6 b によ り

、第 1 の構造体 2 c と第 2 の構造体 2 d と確実 に連結することがで きるとと

もに、第 1 の構造体 2 c に対 し第 2 の構造体 2 d が安定 して確実 に摺動する

(移動する） ことがで きる。

[01 27] 以上のような構成の生体組織隆起器具 1 A を用いて生体組織 3 0 0 に隆起

部 3 0 1 を形成するには、 まず、図 1 5 ( a ) に示すように、膣腔 2 0 0 内

では、第 1 の固定部 2 0 a および第 2 の固定部 2 0 b は、 それぞれ、展開状

態 とな つて、生体組織 3 0 0 に臨んでいる。

[01 28] 次 に、図 1 5 ( b ) に示すように、第 1 の固定部 2 0 a を操作する第 1 の

操作部 1 4 a と、第 2 の固定部 2 0 b を操作する第 2 の操作部 1 4 b とをそ

れぞれ引張 る。 これによ り、第 1 の固定部 2 0 a は、展開状態か ら折 り曲げ

状態 に移行 して凹凸部 2 0 6 が生体組織 3 0 0 に係合するとともに、第 2 の

固定部 2 0 b も、展開状態か ら折 り曲げ状態 に移行 して凹凸部 2 0 6 が生体

組織 3 0 0 に係合する。なお、第 1 の操作部 1 4 a 、第 2 の操作部 1 4 b に



対する各引張 り操作は、同時に行なわれてもよい し、時間差 を持 って行なわ

れてもよい。

[01 29] 次 に、図 1 5 ( c ) に示すように、第 2 の固定部 2 0 b を第 1 の固定部 2

0 a に向か って接近 させる。 これによ り、生体組織 3 0 0 の第 1 の固定部 2

0 a と第 2 の固定部 2 0 b との間の部分 には、隆起部 3 0 が確実 に形成 さ

れ、 当該隆起部 3 0 に対 し外科的処置 を施す ことがで きる。

[01 30] なお、生体組織隆起器具 1 A では、第 1 の構造体 2 c と第 2 の構造体 2 d

とが相対的に回動可能 に支持 されていてもよい。

[ 0 13 1 ] 以上、本発明の生体組織隆起器具 を図示の実施形態 について説明 したが、

本発明は、 これに限定されるものではな く、生体組織隆起器具 を構成する各

部 は、同様の機能 を発揮 し得 る任意の構成のもの と置換することがで きる。

また、任意の構成物が付加 されていてもよい。

[ 0 132] また、本発明の生体組織隆起器具 は、前記各実施形態の うちの、任意の 2

以上の構成 （特徴）を組み合わせたものであ ってもよい。

産業上の利用可能性

[01 33] 本発明の生体組織隆起器具 は、生体組織 を介 して互いに隣接する 2 本の生

体管腔の うちの一方の生体管腔 内に挿入 して用い られる生体組織隆起器具で

あ って、前記生体組織 に前記一方の生体管腔側か ら密着 して固定される第 1

の固定部 を有する第 1 の構造体 と、前記第 1 の固定部 よ りも基端側で前記生

体組織 にその前記一方の生体管腔側か ら密着 して固定される第 2 の固定部 を

有する第 2 の構造体 と、前記第 1 の固定部 と前記第 2 の固定部 とが互いに接

近 離間可能 に、前記第 1 の構造体 と前記第 2 の構造体 とを連結する連結手

段 とを備 え、前記第 1 の固定部 および前記第 2 の固定部がそれぞれ前記生体

組織 に固定された状態で互いに接近することによ り、前記生体組織の前記第

1 の固定部 と前記第 2 の固定部 との間の部分 を、前記 2 本の生体管腔の うち

の他方の生体管腔か ら遠 ざかる方向に隆起 させるよう構成 されている。

そのため、 2 本の生体管腔の間の生体組織 に対 して外科的処置 を施す際、

その処置 を容易かつ確実 に行な うことがで きる。



従 って、本発明の生体組織隆起器具 は、産業上の利用可能性 を有する。

符号の説明

1 、 A 生体組織隆起器具

2 a 2 c 第 1 の構造体

2 b 、 2 d 第 2 の構造体

回動支持部

2 a 第 1 の固定部

2 b 第 2 の固定部

2 3 a 第 1 の操作部

2 3 b 第 2 の操作部

2 4 回動角度維持部

2 5 6 軸

2 7 、 2 8 連結部

3 、 3 a 第 3 の構造体

4 、 4 a 連 口 " 又

4 棒状体

4 貫通孔

4 溝

4 2 、 4 3 ナ ツ 卜

4 4 a 第 1 の支持部

4 4 b 第 2 の支持部

4 5 a 、 4 5 b 回動支持部

4 6 a 、 4 6 b 爪

5 a 第 1 の長尺体

5 b 第 2 の長尺体

5 先端部

5 2 指掛 け部

5 3 突片



3 係合部

4 湾曲部 （逃 げ部 )

a 第 1 の長尺体

b 第 2 の長尺体

先端部

2 指掛 け部

3 突片

3 係合部

4 湾曲部 （逃 げ部 )

a 、 7 b 第 3 の長尺体

回動支持部

2 舌 片部 （板状部 )

3 アーム部

3 雌 ネジ

4 ボル 卜

4 雄 ネジ

c 第 1 の長尺体

d 第 2 の長尺体

突出部

ス リッ ト

2 突出部

ス リッ ト

3 上面

c 第 1 の長尺体

d 第 2 の長尺体

0 舌 片部 （板状部 )

延長部

雌 ネジ



延長部

ボル 卜

先き

a 第 1 の操作部

b 第 2 の操作部

延長部

a 、 1 6 b 突出部

ボル 卜

雄 ネジ

a 第 1 の固定部

b 第 2 の固定部

下面

2 上面

3 、 2 0 4 、 2 0 5 溝

6 凹凸部

7 基端部

8 連結部

0 尿道腔 （他方の生体管腔 )

0 膣腔 （一方の生体管腔）

0 生体組織

隆起部

2 穿刺孔



請求の範囲

生体組織 を介 して互いに隣接する 2 本の生体管腔の うちの一方の生

体管腔 内に揷入 して用い られる生体組織隆起器具であ つて、

前記生体組織 に前記一方の生体管腔側か ら密着 して固定される第 1

の固定部 を有する第 1 の構造体 と、

前記第 1 の固定部 よ りも基端側で前記生体組織 にその前記一方の生

体管腔側か ら密着 して固定される第 2 の固定部 を有する第 2 の構造体

と、

前記第 1 の固定部 と前記第 2 の固定部 とが互いに接近 離間可能 に

、前記第 1 の構造体 と前記第 2 の構造体 とを連結する連結手段 とを備

え、

前記第 1 の固定部 および前記第 2 の固定部がそれぞれ前記生体組織

に固定された状態で互いに接近することによ り、前記生体組織の前記

第 1 の固定部 と前記第 2 の固定部 との間の部分 を、前記 2 本の生体管

腔の うちの他方の生体管腔か ら遠 ざかる方向に隆起 させるよう構成 さ

れていることを特徴 とする生体組織隆起器具。

前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体の うちの少な くとも一方

は、前記生体組織の隆起 した部分 を受け入れる空間を有する請求項 1

に記載の生体組織隆起器具。

前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体は、 それぞれ、 2 本の長

尺体 を有 し、該 2 本の長尺体同士がその長手方向の途中で交差 し、 そ

の交差部が回動可能 に支持 されたものであ り、

前記第 1 の固定部 および前記第 2 の固定部 は、 それぞれ、前記各長

尺体の先端部で構成 され、該各先端部同士は、前記各長尺体同士が相

対的に回動することによ り接近 離間 して、 その接近 した際に前記生

体組織 を挟持 し、 これによ り、前記生体組織 に密着 して固定される請

求項 1 または 2 に記載の生体組織隆起器具。

手元操作側か ら処置具 を揷入するスペースを有する請求項 3 に記載



の生体組織隆起器具。

前記第 1 の構造体 を構成する前記各長尺体は、 それぞれ、 その先端

側の部分が、前記他方の生体管腔か ら遠 ざかる方向に向か って湾曲 し

ている請求項 3 または 4 に記載の生体組織隆起器具。

前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体は、 それぞれ、前記各長

尺体同士が相対的に回動 した際、 その回動角度 を一時的に一定に維持

するよう構成 されている請求項 3 ない し5 のいずれか 1 項 に記載の生

体組織隆起器具。

前記連結手段 は、棒状体 を有 し、該棒状体の先端部で、前記第 1 の

構造体 を構成する前記各長尺体同士の前記交差部 を支持 し、前記棒状

体の長手方向に沿 つて、前記第 2 の構造体 を構成する前記各長尺体同

士の前記交差部 を移動可能 に支持するものである請求項 3 ない し6 の

いずれか 1 項 に記載の生体組織隆起器具。

前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体は、 それぞれ、 当該生体

組織隆起器具の前記一方の生体管腔への挿入方向 と平行 となるように

配置 された 2 本の長尺体 を有 し、

前記第 1 の固定部 および前記第 2 の固定部 は、 それぞれ、前記 2 本

の長尺体の間に架設 された板部材で構成 され、該板部材は、折 り曲げ

られて前記生体組織 に密着する折 り曲げ状態 を取 り得 る請求項 1 に記

載の生体組織隆起器具。

前記板部材は、展開 して前記生体組織か ら離間する展開状態 を取 り

得 る請求項 8 に記載の生体組織隆起器具。

前記板部材は、前記生体組織 に密着する部分 に該生体組織 に係合す

る凹凸部が形成 されている請求項 8 または 9 に記載の生体組織隆起器

[ 請求項 11] 前記第 1 の構造体および前記第 2 の構造体は、 それぞれ、前記折 り

曲げ状態 と前記展開状態 とを一時的に維持するよう構成 されている請

求項 8 ない し 1 0 のいずれか 1 項 に記載の生体組織隆起器具。



[ 請求項 12 ] 前記第 1 の構造体 を構成する前記各長尺体上 に、前記第 2 の構造体

を構成する前記各長尺体がその長手方向に沿 って摺動可能 に重な って

お り、

前記連結手段 は、前記第 1 の構造体 を構成する前記各長尺体 と前記

第 2 の構造体 を構成する前記各長尺体 との うちの一方 に突出形成 され

、他方 に係合する爪を有する請求項 8 ない し 1 1 のいずれか 1 項 に記

載の生体組織隆起器具。

[ 請求項 13 ] 前記第 1 の構造体は、前記第 1 の固定部が前記生体組織 に固定され

るよう前記第 1 の固定部 を操作する第 1 の操作部 を有 し、

前記第 2 の構造体は、前記第 2 の固定部が前記生体組織 に固定され

るよう前記第 2 の固定部 を操作する第 2 の操作部 を有 し、

前記第 1 の操作部 と前記第 2 の操作部 とは、互いに独立 して操作可

能である請求項 1 ない し 1 2 のいずれか 1 項 に記載の生体組織隆起器

前記第 1 の操作部 は、前記第 1 の構造体の基端側 に配置 され、前記

第 2 の操作部 は、前記第 2 の構造体の基端側 に配置 されている請求項

1 3 に記載の生体組織隆起器具。

前記第 1 の固定部 と前記第 2 の固定部 との距離 を一時的に一定に維

持するロック手段 をさ らに備 える請求項 1 ない し 1 4 のいずれか 1 項

に記載の生体組織隆起器具。

前記連結手段 は、前記第 1 の構造体 を回動可能 に支持する第 1 の支

持部 と、前記第 2 の構造体 を前記第 1 の構造体 と独立 して回動可能 に

支持する第 2 の支持部 とを有する請求項 1 ない し 1 5 のいずれか 1 項

に記載の生体組織隆起器具。

前記第 1 の支持部 は、前記第 1 の構造体の回動角度 を一時的に一定

に維持するよう構成 され、前記第 2 の支持部 は、前記第 2 の構造体の

回動角度 を一時的に一定に維持するよう構成 されている請求項 1 6 に

記載の生体組織隆起器具。



[ 請求項 18 ] 前記一方の生体管腔 を拡大する第 3 の構造体 をさ らに備 える請求項

1 ない し 1 7 のいずれか 1 項 に記載の生体組織隆起器具。

[ 請求項 19 ] 前記第 3 の構造体が前記一方の生体管腔 を拡大 した状態で該一方の

生体管腔 内を長尺な医療器具が通過可能 となる請求項 1 8 に記載の生

体組織隆起器具。

[ 請求項 20] 前記第 3 の構造体は、板状 をなす少な くとも 1 枚の板状部 を有する

請求項 1 8 または 1 9 に記載の生体組織隆起器具。

[ 請求項 2 1 ] 前記 2 本の生体管腔の うちの一方の生体管腔 は、膣腔であ り、他方

の生体管腔 は、尿道腔であ り、

骨盤 内臓器 における疾患の治療 に用い られるものである請求項 1 な

い し 2 0 のいずれか 1 項 に記載の生体組織隆起器具。
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